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２ 介護保険特別会計の状況 

 

⑴  款別歳入決算の前年度比較 

款 
令 和５年度 
決算額 （円） 

令 和６年度 
決算額 （円） 

前年度比

（円） （％） 
Ⓐ Ⓑ Ⓑ－Ⓐ Ⓑ／Ⓐ 

介護保険料 1,159,874,777 1,186,882,800 27,008,023 102.3

使用料及び手数料 80,000 60,000 △20,000 75.0

国庫支出金 1,035,530,294 1,056,086,580 20,556,286 102.0

支払基金交付金 1,294,546,556 1,331,811,000 37,264,444 102.9

県支出金 706,604,210 728,451,527 21,847,317 103.1

財産収入 229,874 1,169,780 939,906 508.9

繰入金 819,101,000 885,243,000 66,142,000 108.1

繰越金 207,684,840 86,520,955 △121,163,885 41.7

諸収入 2,475,490 917,323 △1,558,167 37.1

合 計 5,226,127,041 5,277,142,965 51,015,924 101.0

 

⑵  款別歳出決算の前年度比較 

款 
令 和５年度 
決算額 （円） 

令 和６年度 
決算額 （円） 

前年度比

（円） （％） 
Ⓐ Ⓑ Ⓑ－Ⓐ Ⓑ／Ⓐ 

総務費 112,652,059 114,980,555 2,328,496 102.1

保険給付費 4,610,050,003 4,736,803,707 126,753,704 102.7

地域支援事業費 194,505,205 209,244,743 14,739,538 107.6

基金積立金 110,198,874 55,021,780 △55,177,094 49.9

諸支出金 112,199,945 37,375,833 △74,824,112 33.3

合 計 5,139,606,086 5,153,426,618 13,820,532 100.3
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⑶ 款別歳入決算の状況 

款 

予算現額 

（円） 

調定額 

（円） 

収入済額（決算額）

（円） 

Ⓐ Ⓑ Ⓒ 

介護保険料 1,172,380,000 1,210,724,163 1,186,882,800

使用料及び手数料 20,000 60,000 60,000

国庫支出金 1,095,072,000 1,056,086,580 1,056,086,580

支払基金交付金 1,364,726,000 1,331,811,000 1,331,811,000

県支出金 754,886,000 728,451,527 728,451,527

財産収入 1,165,000 1,169,780 1,169,780

繰入金 885,243,000 885,243,000 885,243,000

繰越金 86,520,000 86,520,955 86,520,955

諸収入 264,000 917,323 917,323

合 計  5,360,276,000 5,300,984,328 
5,277,142,965

Ⓔ 

 

⑷ 基金の状況 

区 分 基金の目的 

令和５年度末現在高 

 
市民一人当た
りの現在高 

Ⓐ Ⓑ（Ⓐ／68,686 人）

介護給付費準備基
金 

介護保険事業の健全かつ円滑な運営
を図るために必要な財源を積み立て
る。 

544,249,192 7,924
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不納欠損額 

（円） 

収入未済額 

（円） 

予算現額に対す
る増減額（円） 

収入割合（％） 

対予算現額 対調定額 決算額構成比

Ⓓ Ⓑ－Ⓒ－Ⓓ Ⓒ－Ⓐ Ⓒ／Ⓐ Ⓒ／Ⓑ Ⓒ／Ⓔ 

7,929,800 15,911,563 14,502,800 101.2 98.0 22.5

0 0 40,000 300.0 100.0 0.0

0 0 △38,985,420 96.4 100.0 20.0

0 0 △32,915,000 97.6 100.0 25.2

0 0 △26,434,473 96.5 100.0 13.8

0 0 4,780 100.4 100.0 0.0

0 0 0 100.0 100.0 16.8

0 0 955 100.0 100.0 1.7

0 0 653,323 347.5 100.0 0.0

7,929,800 15,911,563 △83,133,035 98.4 99.6  100.0

 

（単位 円） 

令和６年度中の増減 令和６年度末現在高 前年度比 

積立額 取り崩し額  
市民一人当た
りの現在高 

 
市民一人当た
りの現在高 

Ⓒ Ⓓ Ⓔ（Ⓐ＋Ⓒ－Ⓓ） Ⓕ（Ⓔ／68,781 人） Ⓔ－Ⓐ Ⓕ－Ⓑ 

55,021,780 68,103,000 531,167,972 7,723 △13,081,220 △201
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⑸ 保険料決算の状況 
 
 

区 分 

予算現額 

（円） 

調定額 

（円） 

収入済額（決算額） 

（円） 

不納欠損額 

（円）  

 Ⓐ Ⓑ Ⓒ Ⓓ 

現年度分 1,170,880,000 1,192,187,800 1,184,289,100 0 

滞納繰越分 1,500,000 18,536,363 2,593,700 7,929,800

合 計 1,172,380,000 1,210,724,163
1,186,882,800 

Ⓔ 
7,929,800

 

⑹ 収入未済額の内容                        （単位 円） 

区 分 介護保険料 

令和６年度 7,898,700

令和５年度 7,617,900

令和４年度 298,663

令和３年度 96,300

令和２年度以前 0

合 計 15,911,563

 

⑺ 過誤納金還付未済額の内容                    （単位 円） 

区 分 介護保険料 

令和６年度 893,900

 

 

⑻ 不納欠損額の内容                        （単位 円） 

区 分 介護保険料 

介護保険法第２００条 
168 人

7,929,800
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収入未済額 

（円） 

決算額 
構成比 
（％） 

徴収率（過誤納金還付未済額を除く。）
被保険者一人当たりの 

決算額 

（％） 前年度 対前年度 （円） 被保険者［令和
６年度末］ 

Ⓑ－Ⓒ－Ⓓ Ⓒ／Ⓔ Ⓒ／Ⓑ Ⓕ Ⓒ／Ⓑ－Ⓕ Ⓔ／Ⓗ Ⓗ 

7,898,700 99.78 99.26 99.18 0.08

73,729 16,098 人

8,012,863 0.22 13.99 16.67 △2.68

15,911,563 100.00 97.96 97.71 0.25  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

介護保険法（抜粋） 

 

（時効）  

第２００条 保険料、納付金その他この法律の規定による徴収金を徴収し、又はその還付を受ける権利及び

保険給付を受ける権利は、これらを行使することができる時から２年を経過したときは、時効によって消

滅する。  

２ 略 
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⑼ 款別歳出決算の状況 

款 

予算現額 

（円） 

支出済額（決算額） 翌年度繰越額 

（円） （円） 

Ⓐ Ⓑ Ⓒ 

総務費 121,455,000 114,980,555 0

保険給付費 4,918,202,000 4,736,803,707 0

地域支援事業費 227,100,000 209,244,743 0

基金積立金 55,021,780 55,021,780 0

諸支出金 37,502,000 37,375,833 0

予備費 995,220 0 0

合 計 5,360,276,000
5,153,426,618

Ⓓ 
0
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不用額 

（円） 

執行割合（％） 市民一人当たりの決算額

対予算現額 決算額構成比 （円） 

Ⓐ－Ⓑ－Ⓒ Ⓑ／Ⓐ Ⓑ／Ⓓ Ⓑ／68,781 人

6,474,445 94.7 2.2 1,672

181,398,293 96.3 91.9 68,868

17,855,257 92.1 4.1 3,042

0 100.0 1.1 800

126,167 99.7 0.7 543

995,220 0.0 0.0 0

206,849,382 96.1 100.0 74,925
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科目 

主管 

款 項 目 

事 業 名 介護保険事業 

決 算  額 

（前年度比）
財 源 内 訳 

5,153,426,618円 
（＋13,820,532 円）

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

1,784,538,107円 60,000 円 0 円 0 円 1,982,335,780円 1,386,492,731円 

市民一人当たり 

の決算額 

74,925 円  

（一般財源等ベース 20,158 円） 
単位決算額 

320,128 円  

（第 1号被保険者数 16,098 人）

高

齢

福

祉

課

１ 事業目的 

 ６５歳以上で介護や支援の必要な方及び４０歳以上６５歳未満の方で特定疾病

が原因で介護や支援の必要な方に対して、介護保険給付を行う。 

また、地域包括ケアシステムを構築するため、介護予防・日常生活支援総合事

業などの地域支援事業を行う。 

２ 事業内容 

 介護保険法及び清須市介護保険条例の規定による保険給付や介護予防・日常生

活支援総合事業などの地域支援事業を行った。 

⑴ 第１号被保険者数（令和７年３月末）

区 分 対象者 

６５歳以上７５歳未満 6,682 人 

７５歳以上 9,416 人 

合 計 16,098 人 

⑵ 申請の状況

区 分 申請者 

新規申請 996 人 

更新申請 830 人 

変更申請 287 人 

⑶ 賦課徴収状況

区 分 収入額 

現年度分 
特別徴収 1,083,855,200 円 

普通徴収 100,433,900 円 

滞納繰越分 2,593,700 円 

合 計 1,186,882,800 円 

⑷ 保険給付

区 分 事業費 

介護給付費 4,372,954,840 円 

介護予防給付費 116,014,097 円 

高額介護サービス費 134,301,214 円 

高額医療合算介護（介護予防）サー

ビス費 
20,930,638 円 

特定入所者介護サービス費 89,958,514 円 

審査支払手数料 2,644,404 円 

合 計 4,736,803,707 円 
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高

齢

福

祉

課

⑸ 介護認定（令和７年３月末）

区 分 対象者 

要介護等認定調査件数 2,112 件 

要介護等認定審査件数 1,993 件 

要介護等認定 

状況 

要支援１ 320 人 

要支援２ 512 人 

要介護１ 479 人 

要介護２ 565 人 

要介護３ 382 人 

要介護４ 342 人 

要介護５ 250 人 

合 計 2,850 人 

⑹ 事業対象者（令和７年３月末）

区 分 対象者 

チェックリスト実施件数（新規） 23 件 

事業対象者 74 人 

⑺ 介護予防・生活支援サービス事業（地域支援事業）

区 分 事業費 

第１号訪問事業費 

訪問型サービスＡ（指定） 23,979,362 円 

きよす家事サポートサービス 

（委託） 
523,180 円 

第１号通所事業費 

通所型サービスＡ（指定） 50,967,297 円 

きよす集中リハビリサービス 

（委託） 
9,375,600 円 

介護予防ケアマネジメント事業費 8,745,444 円 

高額介護予防サービス費相当事業費 28,974 円 

合 計 93,619,857 円 

⑻ 一般介護予防事業（地域支援事業）

ア 介護予防普及啓発事業 

区 分 回 数 延べ利用者数 

清須市民げんき大学（官学連携） 16 回  388 人 

チャレンジ教室（認知症予防教

室） 
130 回 3,221 人 

やろまいか教室 82 回  3,840 人 

つながろまいか教室 24 回 356 人 

イ 地域介護予防活動支援事業 

区 分 回 数 延べ利用者数 

いこまいか教室 1,267 回 20,928 人 

ウ 地域リハビリテーション活動支援事業 

区 分 回 数 延べ利用者数 

介護予防ケアマネジメント支援事業 2 回 2 人 

住民主体運動教室等活動支援事業 10 日 212 人 
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高

齢

福

祉

課

⑼ 包括的支援事業・任意事業（地域支援事業）

ア 包括的支援事業 

区 分 事業費 

地域包括支援センター運営費 72,020,583 円 

在宅医療・介護連携推進事業費 328,473 円 

生活支援体制整備事業費 10,445,780 円 

認知症総合支援事業費（認知症初

期集中支援チーム事業等） 
993,000 円 

地域包括ケアシステム推進費 337,155 円 

合 計 84,124,991 円 

イ 任意事業 

区 分 事業費 

介護給付等費用適正化費 2,728,000 円 

家族介護支援費 247,071 円 

成年後見制度利用支援費 52,343 円 

福祉用具・住宅改修支援費 24,000 円 

認知症サポーター等養成費 63,800 円 

地域自立生活支援費 655,735 円 

合 計 3,770,949 円 

⑽ その他諸費

区 分 事業費 

審査支払手数料 191,053 円 

３ 事業成果 

保険給付により、介護が必要な状態になっても自宅や介護保険施設で安心して

暮らすことができ、家族の介護負担を軽減することができた。 

 また、介護予防・日常生活支援総合事業などの地域支援事業の実施により、生

活機能の維持向上や生活機能低下の早期発見・予防を行い、自立した生活の維持

及び要介護状態の防止に寄与することができた。 




